平成２9年度介護職員処遇改善加算の実績報告書の作成について

１．はじめに
実績報告の提出は、介護職員処遇改善加算受給事業者の義務です。
故意に実績報告書を提出しない場合は、虚偽又は不正の手段により加算を受給したものとみなされ、既に支給された加算全額の返還命令を行う場合があります。
必ず、期限内での報告をお願いします。

２．実績報告に必要な書類について
	№
	様　　式
	内　　容
	提出

	Ａ
	介護職員処遇改善実績報告書
　【別紙様式5】
	介護職員の賃金改善に充てられた経費の支出内容・実支出額を報告する書類
	必須

	Ｂ
	介護職員処遇改善実績報告書

（都道府県内事業所等一覧表）

　【別紙様式5（添付書類1）】
	平成28年度に受け取った加算の各事業所・サービスごとの内訳を記載する書類


	必須

	Ｃ
	介護職員処遇改善実績報告書

（都道府県状況一覧表）

　【別紙様式5（添付書類2）】
	他都道府県事業所と介護職員処遇改善加算を融通する場合に、その内訳を記載する書類
	該当が

ある場合

	Ｄ
	介護職員処遇改善実績報告書

（市町村一覧表）

　【別紙様式5（添付書類3）】
	市町村をまたがる事業所を有する法人が、当該事業所を法人一括で届け出た場合に、改善額の内訳等を記載する書類
	該当が

ある場合

	Ｅ
	賃金改善所要額内訳表

　【別紙様式5-2】
	介護職員の賃金改善額の積算内訳を把握し、別紙様式５の内容を補足する書類
	必須

	Ｆ
	介護職員処遇改善加算総額のお知らせ（国保連から毎月送付される加算額を確認できる書類）
	受給した介護職員処遇改善加算を確認出来る書類（事業所あて直接国保連が送付している）
	必須

	Ｇ
	平成28年度介護職員処遇改善加算実績報告書チェックリスト
	必要書類がそろっているか等の確認を、提出する事業所が行うための書類
	必須


３．提出期限
　　平成30年７月３１日
　　※当日郵送必着（当日消印有効）
４．提出方法
　　持参又は郵送

５．提出先・お問い合わせ先

　　〒８７９－７１９８

　　豊後大野市三重町市場1200

　　豊後大野市 高齢者福祉課 介護保険係 介護職員処遇改善加算担当
　　℡．0974－２２－１００１（内線２１７６）
６．各様式の記入要領　　※必ずご確認ください。
(1) 共通事項
・ 実績報告は、介護職員処遇改善加算の届出を行った事業所単位で作成してください。
・ 介護職員処遇改善加算の受給額が賃金改善額を上回る場合は、原則、全額返還となります。
(2) 各様式の記入要領
Ａ　介護職員処遇改善実績報告書 【別紙様式5】
	
	項　　目
	留意事項

	①
	平成29年度分介護職員処遇改善加算総額
	・ 平成29年6月から平成30年5月の間に受領した加算の総額を記入すること。

・　別紙様式5（添付書類1）の総額、別紙様式5‐2の加算受給総額①と合致しているか確認すること。

・　保険請求分（利用者1割負担分含む）の金額は、国保連が送付する「介護職員処遇改善加算総額のお知らせ」と合致しているか。

	②
	加算による賃金改善実施期間

（実際に賃金改善を実施した期間）

※29年度介護職員処遇改善計画書を確認のこと
	　平成29年度の介護職員処遇改善加算計画書の届出書に記載した賃金改善実施期間を記入すること。

※ 必ず、平成29年度の介護職員処遇加算の計画書を確認のこと。

	③
	介護職員常勤換算数

（②の期間の総数）
	　上記②の賃金改善実施期間について、月ごとの介護職員常勤換算数を算出し、期間分を足しあげること。

（小数第2位切捨）

	④
	介護職員に支給した賃金の総額
	　改善した給与項目のみならず全給与項目について、②の期間中に支払った総額を記載すること（対象は介護職員のみ）

	⑤
	介護職員一人当たり賃金月額

（④÷③）
	・ 上記④を③で除して算出すること（小数点以下切捨）。

・　算出した額が極端に多かったり少なかったりする場合は、④または③の数字に誤りがないか確認すること。

	⑥
	②の期間において実施した賃金改善の概要
	・　②の期間中において、改善した月、改善した給与項目、対象者数、一人当たりの平均改善額、全体の改善額等について具体的に記載すること。

・　記入欄が不足する場合は任意様式で構わない。

・　できるだけ具体的に記載すること。

	⑦
	⑥に要した費用の総額
	　⑥に記載した内容について、②の期間中の賃金改善に要した費用の総額＝賃金改善総額を記載すること。

	⑧
	介護職員一人当たり賃金改善月額

（⑦÷③）
	　⑦を③で除して算出すること（小数点以下切捨）。

	
	証明欄
	・　代表者の氏名の前に職名を入れること。
・　押印は、代表者の職印または印鑑登録を行っている印で行うこと。

	
	実績報告問い合わせ先
	　必ず記載すること。


Ｂ　介護職員処遇改善実績報告書（都道府県内事業所等一覧表）【別紙様式5（添付書類1）】
	
	項　　目
	留意事項

	①
	法人名
	法人名を記入すること

	②
	介護保険事業所番号等
	・　法人一括申請の場合も、介護保険事業所番号ごと、サービスごとに、事業所の名称、サービス名、加算受給額を記入すること。

・　居宅サービスと介護予防サービスは分けて記載すること。

・　保険請求分の金額の総額が、国保連が発行する「介護職員処遇改善加算総額のお知らせ」の合計額と合致すること。

・　総額欄が、別紙様式5の①介護職員処遇改善加算総額、別紙様式5‐2の加算受給総額①と合致すること。


Ｃ　介護職員処遇改善実績報告書（都道府県状況一覧表）【別紙様式5（添付書類2）】
該当があれば、記入すること。
Ｄ　介護職員処遇改善実績報告書（市町村一覧表）【別紙様式5（添付書類3）】
法人一括届出で、地域密着型サービスや大分市の事業所・施設を一体的に届け出ている場合に提出すること
Ｅ　賃金改善所要額内訳表（別紙様式5-2）
	
	項　　目
	留意事項

	
	法人名（事業所名）
	　法人名と括弧書きで事業所名を記入すること。

	①
	加算受給総額①
	・　平成28年6月から29年5月に受領した、加算の総額を記入すること。
・　別紙様式5の平成28年度分介護職員処遇改善加算受給総額①、別紙様式5（添付書類1）の総額と合致しているか確認すること。

	②
	給与等②
	　28年度中に支払っている全給与項目について記入すること（過去に実施されていた、介護職員処遇改善交付金の実績報告において、賞与はUPしているが、基本給は下げていた事業者がおり、返還させた事例があった。確認のため、今回も引き続き全給与項目について記載を求めるもの）。
※　改善給与項目以外に変動がない場合は、別紙様式5‐2の備考欄に「他の給与項目については変動なし」と記載することも可能です。
・　改善前の欄は、以下のとおりとしてください。

a) 介護職員処遇改善交付金を受けていた事業所については、平成23年度の賃金水準から交付金による改善を行っていた部分を除いた水準（ただし、平成25年度以降に新たに加算を算定する場合は、前年度の賃金水準）。
b) 介護職員処遇改善交付金を受けていなかった事業所については、加算を算定する年度の前年度の賃金水準。

	③
	法定福利費増加額③
	　賃金改善期間中の賃金改善に伴い増加した事業主負担分のみが記入できます。概ね15％程度になるはずなので、それを超える場合は、計算内容を確認してください。

	④
	合計②＋③（④）
	　別紙様式5の⑦と合致すること。


Ｆ　介護職員処遇改善加算総額のお知らせ
国保連合会から送付される上記総額のお知らせを、加算受給月分すべてについて提出すること。
Ｇ　チェックリスト
内容をよく読んでからチェックしてください（過去の介護職員処遇改善交付金実績のチェックリストは読まずにチェックし、最終的に何度も訂正をしなければならなくなった事例も見受けられました。）。

■ よくある賃金改善額の算出誤りの事例

１．非正規職員から正規職員へ転換そのものを賃金改善とみなしている。

⇒　非正規→正規になった際の差額全額の計上は認められない。

この場合、当該職員が賃金改善前の時点で正規職員として勤務していたと仮定し、その当時の給与と比較して増額していれば、その増額分のみが賃金改善額となる。

２．新規に増員した介護職員の場合、増員職員の給与額そのものを賃金改善額とみなしている。

⇒　増員者の給与額そのものを賃金改善額とみなすことはできない。

当該職員が賃金改善前に職員として勤務していたと仮定し、当時の賃金算定ルールを、当該職員に適用し、増額していればその増額分のみが賃金改善額となる。

３．研修費用の捻出や、被服の提供を賃金改善とみなしている。

⇒　賃金でないものの提供等を賃金改善額とみなすことはできない。

４．勤務時間の増に伴う、時間給の増を賃金改善額とみなしている。

⇒　時間増に伴う賃金増は賃金改善額とみなすことはできない。

ただし、時間給の単価増に伴う増額分については、賃金改善額とみなすこと　ができる。

この場合、増額分の計算方法は、『改善前の時給単価×H28賃金改善実施期間中の勤務時間』と『改善後の時給単価×H28賃金改善実施期間中の勤務時間』との差額となる。
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